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Abstract: 
エネルギー需要の長期価格弾力性は、需要が価格変化にどの程度の感度で変化するかを知

る手がかりとして計測され、さらには、エネルギー・環境政策評価のためのモデル分析でよ

く利用されてきた。それでは、これらの分析には、どの程度の信頼性があるのだろうか。本

稿では、長期価格弾力性の推計研究のレビューを行い、その結果には大きなばらつきがある

ことを確認した。 
ばらつきが出る最大の要因は、長期価格弾性値と言う場合の、「長期」のとらえ方の違い

にある。「長期」のとらえ方は、分析者によって様々である。本稿でレビューしただけでも、

ラグつきモデルのようにモデルの定式化から「長期」をとらえる場合、クロスセックション

データやプーリングデータのように、大きな分散を持つデータで推計することで「長期」と

とらえる場合、機器の置き換えや技術の進歩といった本来の意味に基づいて「長期」をとら

える場合など、全く異なる見方があることがわかった。 
「長期」をどのようにとらえるかによって、使用するデータ、モデルのタイプや推計手法

も異なったものになる。したがって、長期価格弾性値の推計には、広く一つに決まった理論

モデルも、計量的手法も、データの定義も存在せず、その結果、推計値には推計誤差を別と

しても、大きなばらつきが生じることになる。本稿のレビューで整理した推計結果の傾向で

は、(1)モデルのタイプに関しては、時系列モデルよりもラグ構造モデルのほうが、(2)デー

タのタイプに関しては、時系列データよりもクロスセクションデータのほうが、(3)タイム

トレンドの有無に関しては、タイムトレンドのないほうが、(4)論文の発表時期に関しては、

2000 年以前と以降で比べると 2000 年以前のほうが、それぞれ最大で約 1.5～8 倍程度大き

くなっている。長期価格弾性値についての統一的な定義がない現状においては、長期価格弾

性値という普遍的な値が存在すると考えるよりも、長期価格弾力性は各モデルにおいて定義

される固有の値である、と解釈すべきであろう。長期価格弾性値を巡る混乱は、本来、各モ

デル固有であるはずの内部変数が、あたかも普遍的で比較可能な値であるかのように解釈さ

れ利用されてきたことに始まるのではないだろうか。 
したがって、長期価格弾力性のコンセンサス値として、異なる性質を持つモデル群から得

られた複数の推計値の平均を用いることには十分な注意が必要である。また、長期価格弾性

値を用いたモデル分析結果を解釈するにあたっては、価格弾性値が適切に設定されているか、

不確実性の幅を踏まえた、十分な吟味がなされているか、といった検討が不可欠である。 
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概要 

 

エネルギー需要の長期価格弾力性は、需要が価格変化にどの程度の感度で変化するかを

知る手がかりとして計測され、さらには、エネルギー・環境政策評価のためのモデル分析

でよく利用されてきた。それでは、これらの分析には、どの程度の信頼性があるのだろう

か。本稿では、長期価格弾力性の推計研究のレビューを行い、その結果には大きなばらつ

きがあることを確認した。 
ばらつきが出る最大の要因は、長期価格弾性値と言う場合の、「長期」のとらえ方の違い

にある。「長期」のとらえ方は、分析者によって様々である。本稿でレビューしただけでも、

ラグつきモデルのようにモデルの定式化から「長期」をとらえる場合、クロスセックショ

ンデータやプーリングデータのように、大きな分散を持つデータで推計することで「長期」

ととらえる場合、機器の置き換えや技術の進歩といった本来の意味に基づいて「長期」を

とらえる場合など、全く異なる見方があることがわかった。 
「長期」をどのように捉えるかによって、使用するデータ、モデルのタイプや推計手法

も異なったものになる。したがって、長期価格弾性値の推計には、広く一つに決まった理

論モデルも、計量的手法も、データの定義も存在せず、その結果、推計値には推計誤差を

別としても大きなばらつきが生じることになる。本稿のレビューで整理できた推計結果の

傾向は、(1)モデルのタイプに関しては、時系列モデルよりも、ラグ構造モデルのほうが、

(2)データのタイプに関しては、時系列データよりもクロスセクションデータのほうが、(3)
タイムトレンドの有無に関しては、タイムトレンドのないほうが、(4)論文の発表時期に関

しては、2000 年以前と以降で比べると 2000 年以前のほうが、それぞれ最大で約 1.5～8 倍

程度大きくなっている。長期価格弾性値についての統一的な定義がない現状においては、

長期価格弾性値という普遍的な値が存在するというよりも、各モデルにおいて定義される

固有の値である、と解釈すべきであろう。したがって、長期価格弾力性は、それぞれのモ

デル内で、弾性値の推計とシミュレーション分析が、共通のデータベースに基づいて一貫

して分析されるような場合にのみ意味を持つモデルの内部変数の一つと考えたほうが妥当

ではないだろうか。長期価格弾性値を巡る混乱は、本来、各モデル固有であるはずの内部

変数が、あたかも普遍的で比較可能な値であるかのように解釈され利用されてきたことに

始まるのではないだろうか。 
したがって、長期価格弾力性のコンセンサス値として、異なる性質を持つモデル群から

得られた複数の推計値の平均を用いることには十分な注意が必要である。また、長期価格

弾性値を用いたモデル分析結果を解釈するにあたっては、価格弾性値が適切に設定されて

いるか、不確実性の幅を踏まえた、十分な吟味がなされているか、といった検討が不可欠

である。 
もちろん、この長期価格弾性値の推計の試みの中で、政策に対する需要の反応、社会変

化や消費者心理の影響、技術進歩率の影響といった、より本質的な議論が行われてきたこ
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とは言うまでもない。長期価格弾性値について、異なるモデル間での無意味な比較やシミ

ュレーション分析への誤った利用は厳に慎むべきであるが、各モデル単位では、より実態

を反映したシミュレーションを可能とする長期価格弾性値推計の努力は、引き続き重要で

ある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 推計された長期価格弾力性の意味付け 

一期の自己ラグ：今期の１％の価格上昇
が、無限先にわたって合計何パーセント需
要を減少させるか。

価格の多項式ラグ：今期からラグ次数で想
定しているt期先までの各１％の価格上昇
によって引き起こされる今期の需要の減少
は合計何パーセントか。

共和分
モデル

共和分：（価格と需要の間に長期的関係が
ある場合に推計可能）１％の価格上昇が、
同じ期の需要を何パーセント減少させる
か。

クロスセクション／プーリングデータ：標本を
空間スケールに広げることで需要関数のシ
フトを考慮できるものとする。今期の１％の
価格上昇による需要は需要関数がシフトし
た結果、最終的に何パーセントの需要を減
少させるか。

その他：

その他の要因（例：考慮する条件の有無など）

エネル
ギー需要
構造の違
い：気象
条件、人
口構造（ミ
クロデー
タなら世
帯構成）
や居住環
境（キム
ロデータ
なら部屋
の広さ）な
どをどの
ように捉
えるか、
あるいは
考慮しな
いか。

× × ×

タイムトレ
ンド項：技
術進歩を
どのよう
に捉える
か、ある
いは考慮
しない
か。

長期価格弾性値の「長期」をどのように捉えるか、によってモデルタイプ、データタイプ、推計手法は異なる。これが
長期価格弾性値の推計結果に大きなばらつきを生む原因である。このばらつきは、下の掛け算（×）で示したよう
な、その他の要因（推計の際に考慮する条件の有無など）によって、さらに大きくなる。

モデルタイプ、データタイプ、推計手法

時系列データ

ラグ構造

クロスセクション／プーリ
ングデータ

×
推計結果
のばらつ
きは、さら
に右に例
示したよ
うな要因
の掛け算
によって
拡大して
しまう。

ストック
調整項：
機器の買
い替えな
どによる
省エネ効
果をどの
ように捉
えるか、
あるいは
考慮しな
いか。
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図 長期価格弾力性推計値のばらつきとその要因 
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エネルギー需要の長期価格弾力性に関するレビュー 

 

１．はじめに 

エネルギー需要の価格弾力性は、需要が価格変化にどの程度の感度で変化するかを知る

手がかりとして、また、エネルギー・環境政策の立案や評価のためのモデル分析の場で、

広く参考にされてきた値である。たとえば、IPCCの第4次評価報告書第3作業部会報告書の

第6章では、家庭部門のエネルギー需要の価格弾力性として、先進国では英国が-0.19、オ

ランダが-0.25、米国テキサス州が-0.08、途上国ではインドネシアが-0.57、パキスタンが

-0.33という推計例をあげ、先進国では必ずしも高い値ではないが、エネルギー支出の割合

が高い途上国ではより大きくなっているとしている。これらの推計値から、低い価格弾性

値のもとでCO2排出量の削減を実現するには、必要となる価格上昇幅も大きくならざるを得

ないこと、価格弾性値を低くする要因の一つである省エネバリア1を除去することが重要で

あること、などが考察されている2。また、Mckinsey(2009)では、EIA/DOEの価格弾力性の推

計値を利用して、米国がCO2排出量の削減目標を達成するためには、産業部門で20％、家庭

部門で50％のエネルギー価格の上昇が必要であるという分析結果を紹介している。 

これまでにもエネルギー価格弾力性の実証研究に関するレビューは様々な形で行われて

きた。その背景には、先に述べたようにこの問題が極めて重要なトピックであるというこ

と以外に、過去においても、研究によって、推計結果がさまざまであるため、複数の研究

結果での推計結果を束ねることで価格弾力性の値に関するコンセンサスを得ようとしてき

たためだと考えられる。本稿では、価格弾力性の推計値がなぜこのようにばらつきが出て

しまうのか、という点にさかのぼってレビューを行い、長期の価格弾力性の持つ意味とそ

れを政策に用いる意味を考えていきたい。 

２． エネルギー価格弾力性値の実証研究の歴史（概要） 

2.1 実証研究の年代ごとの特徴 

 エネルギー需要の価格弾力性に関して、その実証研究を時代を追って整理するところから

始めたい。図１は、エネルギー価格弾力性値の実証研究の簡単な歴史を整理したもので、

右側のグラフは、サイエンスダイレクトのサイトから、「Energy」、「Demand」、「Elasticity」
というキイワード検索に該当した文献を、「モデル・推計法の理論研究・レビュー」、「先進

国を対象として実証研究」、「途上国を対象とした実証研究」の 3 つに分けて年代別にその

文献数の推移をみたものである。 

                                                  
1若林・木村(2008)によれば、経済的に妥当な費用で実施できるにもかかわらず、何らかの理由によって実

施されないままとなっている省エネルギー対策が数多く存在する。こうした省エネ対策の実施を阻む要因

を、省エネルギーの障壁（省エネルギーバリア）と呼ぶ。 
2文面からは、これらが短期価格弾力性か長期価格弾力性か判断できない。 
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1975 年以前のデータは得られないので確固としたことは言えないが、第一次石油危機以降、

エネルギー価格弾性値に関する文献数も増加している。データの蓄積とともに実証研究の

ウエイトも高まっており、特に最近では途上国に関する実証分析が急増している。これは、

グローバル化以降の中国をはじめとする新興国の経済成長によってエネルギー需要が急増

していること、これらの途上国でも統計分析が可能となるデータの蓄積・整備が進んでき

ていることよるものであろう。エネルギー価格弾力性に関する文献の特徴を、年代別に整

理すると、大まかに以下のとおりである。1970 年代は、第一次石油危機を契機に、エネル

ギー価格弾力性に注目が集まるようになる。特に、石油危機の前後で弾性値は変化したの

か、に関心が集まった。推計モデルは、対数線形モデル、長期弾性値は、ラグ付き誘導型

モデルなどが中心であり、推計手法のバリエイションは比較的少なく、この当時では長期

弾性値のコンセンサスビューもそれなりに可能であった。1980 年代は、推計手法としてト

ランスログ型モデルが多用された。それまでの関数型と異なり、要素間の代替弾力性に関

する制約がよりフレキシブルになったことから、資本とエネルギーの間の代替／補完の可

能性に関する計測が盛んに行われた。同時に 1980 年代はデータ、モデルの双方で大きな変

化があった時期でもある。従来、マクロの集計データによる計測がほとんどであったのに

対し、個票データの蓄積・整備が進んだことで、クロスセクション、プーリングモデルに

よる計測が行われるようになった。その結果、これらのマイクロ・データによる推計結果

0 5 10 15
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2008

モデル・推計法・レビュー

実証分析（先進国）

実証分析（途上国）

文献数

1970年代

第一次石油危機を契機に、エネルギー価格が取り上げられる
ように。“石油危機の前後で弾性値は変化したのか。”

対数線形モデル、長期弾性値は、ラグ付き誘導 型モデルか
ら。

推計手法のバリエイションは少なく、長期弾性値のコンセンサ
スビューもそれなりに可能であった。

1980年代

トランスログ型モデル。

個票データの整備進む。クロスセクション、プーリングモデル。

時系列データで推計した長期弾性値との、結果の差が指摘さ
れる。

1987年のEngel&Granger論文

1990年代

「Unit root革命」 時系列分析の隆盛。共和分検定、ECM

環境税導入の効果に関連した分析ニーズ

2000年代

時系列手法の過剰な適応への反省。モデルスペックそのもの
の見直し。技術進歩率の内生化。社会的要因。省エネのリバウ
ンドなど多様なイッシューが盛り込まれるように。

＝＞ますます、長期価格弾性値のコンセンサスは困難に

エネルギー需要増大から、中国など途上国に関する実証研究
が増加

 

図１ エネルギー価格弾力性値の実証研究の簡単な歴史と文献数の推移 
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と、従来のマクロの時系列データで推計した長期弾性値との結果の差が指摘されるように

なった。モデルの分野では、1980 年代に盛んとなる時系列分析が提案され、1990 年代にか

けては、「Unit root 革命」とも呼ばれる時系列分析の隆盛の時代となった（Diebold and 
Nerlove(1990)）。 エネルギー需要関数の推計においても、各変数の時系列的な性質の検

定が不可欠とされた。それにより、多くの変数がそのままでは回帰分析には不向きな非定

常の変数であることから、共和分検定、ECM といった分析手法やモデルが提案された。ま

た、1990 年代はリオサミット以降、地球温暖化が世界的な課題として急浮上した時期とも

重なることから、エネルギー価格弾力性の推計は、環境税導入の効果といった政策分析ニ

ーズの高まりとともに、注目を集めるようになった。2000 年代に入って、一部には、時系

列手法の過剰な適応への反省も起こった。モデルスペックそのものの見直し。技術進歩率

の内生化。社会的要因。省エネのリバウンドなど多様なイッシューが盛り込まれる、モデ

ルは多様化、複雑化したため、ますます、長期価格弾性値のコンセンサスを得ることは困

難になった。また、エネルギー需要増大から、中国など途上国に関する実証研究が増加し

たこともこの時期の特徴の一つである。 
 
2.2 1980,1990 年代のレビュー論文から 

 この分野に関しては、レビュー論文のレビューができるほど、数多くの研究蓄積がある。

以下では、1980-90 年代、2000 年時点、2000 年以降の 3 つの時代に分けてこのレビュー論

文を中心に価格弾力性に関する研究を概観していく。 
まず 1980,1990 年代のレビュー文献として、Bohi&Zimmerman(1984)、Goodwin(1992) 

を中心にとりあげてみたい。 
 
(1)Bohi&Zimmerman(1984) 
 Bohi＆Zimmerman(1984)では、2 度の石油危機後に数多くまとめられた文献を精力的に

サーベイしている。彼らは、短期、長期の弾性値の区別は曖昧であるとしながらも、モデ

ルタイプで分けるとするなら、時系列データ分析から短期の価格弾力性、クロスセクショ

ンデータ分析から長期の価格弾力性が求められ、ラグ付き変数のある誘導型モデル、部分

調整モデルからも長期の弾性値が求められるとしている。以下は彼らが文献レビューによ

って整理した、燃料別・部門別の短期／長期価格弾性値のコンセンサス値である。 
 それによると、家庭部門では、電力需要、天然ガス需要とも、短期価格弾力性はともに

0.2 と低いが、長期価格弾力性では、電力は 0.7、天然ガスは 0.3 になる。運輸部門のガソ

リン需要に関しては、短期価格弾力性は 0.2、長期価格弾力性は 1.0 未満になっている。他

方、業務、産業部門でのコンセンサス値を得ることはできていない。 
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 モデリングの課題として、以下の５つをあげている。①データの集計レベルをどうすべ

きか。②需要と供給は価格決定を含めて相互に関連性が深いが、供給関数とは別個に需要

関数を推計することは問題点ないか。③データの捕捉の問題（mesurement）（気象データ

は暖房度日や冷房度日で計測するのが通常だが、地域性を反映した指標たりうるのか。家

計所得は、収入データと支出データのどちらがいいのか。電力やガスの段階的料率のもと

では、価格データとして限界価格がいいのか、平均価格がいいのかなど）。④関数型の選択

の問題として、対数線形モデル、translog の２つが最も多く使われるが、前者は、弾性値

が一定というように制約が厳しく、後者は異時点間の需要の調整を捉えることが出来ない

点、推計パラメータが多く自由度が確保できない点が課題である。⑤推計手法の問題とし

て、OLS（Ordinary Least Squares）,TSLS（Two-Stage Least Squares）,GLS（Generalized 
Least Squares）,SUR（Seemingly Unrelated Regression）などの手法の選択についての

課題をあげている。 
 
(2)Goodwin(1992) 
 Goodwin(1992)では、運輸部門での燃料需要に関するサーベイを行っている。以下、その

主な内容を整理する。運輸部門の価格弾性値について、特に公共交通に関する分析で以前

は区別されることのなかった、長期・短期の別が区別されるようになった。おおまかにい

うと、長期弾性値は短期弾性値の約２～３倍になる。時系列データを用いたモデルでの短

期、長期の区別はモデルのパラメータから行われるが、クロスセクションモデルでの短期、

長期の区別はデータの分布の性質を知る分析者の判断である。時系列データを用いたモデ

ルの場合、年次、四半期、月次などの違いはあるが、そのサンプル期間は、5～15 年程度で

あり、クロスセクション分析では、ほぼ同時期のデータとなる。その意味で、ともに短期

弾性値という場合の「短期」の定義は、１年と考えられる。一方、「長期」の定義について

は、本来であれば、最終的な均衡状態にいたったときの弾性値、とするべきであるが、実

際には、時系列モデルであれば、サンプル期間の半分くらいのラグ（５年程度以上）まで

であれば何とか計測可能である。運輸部門の分析では、都市構造の観点も必要であるが、

クロスセクションモデルの結果も、建物や産業立地などのパターンの影響までは盛り込め

表１ Bohi&Zimmerman(1984)より、価格弾性値のサーベイ 
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ていない。 
表 2 は、Goodwin のサーベイによる燃料需要の短期／長期価格弾力性の推計値である。

短期の価格弾力性は、時系列データを用いた場合には-0.27、クロスセクションを用いた場

合には-0.28 と非常に似通った値になる。長期の価格弾力性も、時系列データを用いた場合

には-0.71、クロスセクションデータを用いた場合には-0.84 と似通った傾向にある。また、

長期／短期の区別が不明瞭な研究の場合の価格弾力性は、時系列データを用いた場合には

-0.53、クロスセクションデータを用いた場合には-0.18 となる。ところで、需要を燃料消費

ではなく、人・km と価格との関係をみると、長期の価格弾性値は約半分弱になる。これは、

燃料価格上昇が、長期的には、燃費向上技術の進歩や消費者の高燃費車への乗り換えに結

びつくためであることを指摘している。 
 

表 2  Goodwin(1992)より、運輸部門の石油消費の価格弾力性値のサーベイ 

        
 
(3) Barker 他(1995) 

Barker 他(1995)は、温暖化問題とエネルギー需要分析に関する論文集であり、価格弾力

性の推計結果が持つ問題点や課題を中心としてレビューも多く、本稿の問題意識とも近い。

同 3 章のなかで、長期のエネルギー需要弾性値の計測は、いまだに多くの問題点を抱えて

いること、広く一つに決まった理論モデルも、計量的手法も、データの定義もないこと、

短期弾性値は時系列モデルで、長期弾性値はクロスセクションデータで、という区別は、

単純すぎる議論であること、時系列データによる分析に関しては、その時系列的な特性を

十分に吟味した分析はまだあまり存在しないこと、などが指摘されている。個別のレビュ

ー内容に関しては、次節で紹介したい。 
 

2.3 2000年時点のレビュー 

OECD (2000)は、OECD諸国における環境関連税制の検討材料とするため、エネルギー

需要の価格弾力性に関するレビューを行っている。エネルギー価格がエネルギー需要に影
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響を与える経路として、以下の４つをあげている。①エネルギー源の代替（電気とガスな

ど）、②投入要素間の代替（資本とエネルギーなど）、③エネルギー原単位の変化、④所

得効果（エネルギー価格上昇による実質所得の減少）。文献レビューの結果、長期価格弾

力性は、短期価格弾力性よりも大きいという結果を得ているが、エネルギー需要の価格弾

力性を、課税効果の事前の検討といった消費者行動の理解に用いることは多くの留保条件

があるとして注意を喚起している。たとえば以下のような点に注意すべきであるとしてい

る。 
・価格弾力性は限界的な傾きである。需要関数の形状が曲線である限り、この弾性値は需

要規模に応じて変化する性質のものである。 
・価格の上昇時と下降時の価格弾力性は異なる（Haas, Reinhard, Lee Schipper(1998)にも

同様の指摘あり）。 
・価格上昇が何に起因するかは、消費者行動に影響を与える。一般に消費者は、税率の変

化の方が市場価格の変動よりも永続的な効果を持つものとして大きく反応しがちである

(Velthuijsen, 1995)。 
・価格弾力性を用いた課税の分析では、それ以外の間接的な影響評価が無視されてしまう。 
・価格弾性値をひとつに決めることはできない。需要関数の全形状を知ることも不可能で

ある。モデルタイプ、対象期間、地域や推計方法などのそれぞれで、弾性値が異なるとい

うことを踏まえたうえで、幅を持って価格弾性値を捉えるべきである。 
 
2.4 2000 年以降の論文レビュー 

 サイエンスダイレクトのサイトから、「Energy」、「Demand」、「Elasticity」のキイワー

ド検索して該当した 2000 年以降の文献 83 編のうち、長期価格弾性値を推計した文献は 33
編であった。 
これを、長期価格弾性値の求め方で分類すると。 
(1) 自己回帰モデルおよびラグ付き価格変数を用いたモデルによる分析 

該当数は 10 件。手法自体の新鮮さではなく、価格弾性値を推計するにあたって重要と

思われる点、タイムトレンドの再考や省エネ政策や価格制度の影響といった別の視点に

よる分析を主眼としたものがある。  
(2) 時系列分析の手法を用いた分析 

該当数は 10 件。エネルギー需要とエネルギー価格の間の共和分の関係を用いる時系列

分析手法による分析。 
(3) クロスセクションあるいはプールデータを用いた分析 

該当数は 6 件。うち 3 本については、推計された価格弾性値について、短期／長期の区

別に言及していない。 
(4) 機器ストックへの影響を考慮することで長期価格弾性値の推計を試みた分析 

該当数は 7 件 
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 という内訳であった。これらの内容を含め、2000 年以前の文献と合わせて、以下に手法、

推計結果別にサーベイを行った。 

３． 長期価格弾力性の推計手法のサーベイ 

3.1 回帰モデルのラグ構造を用いた求め方 

まず、Nordhaus(1977)をもとに、これ以降に共通して想定されているマクロのエネルギー

需要関数による求め方を整理する。まず、非エネルギー財についての費用関数は、下記の

ように資本価格 PK、労働コスト PL 、エネルギー価格 PEの関数になる。 

 C = C(PK ,PL ,PE)            (1) 

ここで、非エネルギー財価格 Pは、マークアップ及び税率の合計をσとすると、 

    P = c + σ                          (2)  

で表せる。また、消費者の効用関数から効用最大化によって導いた非エネルギー財の需要

関数は、下記のように、非エネルギー財価格 Pと所得水準 Yの関数になる。 

Q = Q(P, Y)             (3) 

ここで、(1)、(2)より、(3)は以下のように書き直せる。 

  Q = Q(PK ,PL ,PE , σ, Y)                 (4) 

費用最小化の条件によって、各要素投入が求められる。エネルギー需要関数は、下記のよ

うに、エネルギー財価格と所得水準の関数として定式化する。 

   E = E(PE, Y) 

  以下では長期の価格弾力性をどのように定義し、求めているのかについて整理する。 

最もオーソドックスな手法としてマクロの集計データによる回帰モデルのラグ構造から求

める手法は以下のとおりである。ここでは、簡単のため所得項を省いている。 

 

(1) 

 
短期価格弾性値＝β 

 
(2) 
  
  短期価格弾性値＝βt 

ラグが複数期にわたる場合には、ラグ構造に先験的な制約をつけた推計方法が一般的

である。 
 

(1)では、通常、λ<1 であり、(2)では、通常、βt＜∑βkであることから、推計を待つまで

もなく、この定式化を行ったときには、長期価格弾性値は短期価格弾性値よりも大きくな

ることは明らかであろう。 

)-(1
lnlnaln 1

λ長期価格弾性値＝β／

λβ −++= ttt EPE

k

E
β長期価格弾性値＝

ββββ

∑

+++++= k-tk2-t21-t2t1t lnP....lnPlnPPlnaln
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3.2 時系列モデルを用いた求め方 

3.1 で推計したモデルに用いられているマクロの諸変数の時系列データの多くは、定常で

はない（すなわち非定常である）ことが知られている。このうち、トレンドを除去すれば

定常となる系列 TSP(trend-stationary process)と、階差をとれば定常となる系列 DSP
（difference-stationary process）とがある。たとえば、εtをホワイトノイズとすると、 

 
TSP は、        のように、 
DSP は、        ,ρ＝１ あるいは、ドリフト項を持つ場合には、 
              ,ρ＝１ と表すことができる。 
 
DSP の系列であることを、単位根を持つという。誤差の分散が時間とともに増加するの

で通常の最小二乗法を使うことができないが、一階の階差をとることで定常となる。多く

の経済変数は、DSP であることが知られている。ところで、モデルに含まれる各変数の単

位根検定で単位根の存在が確認され、かつ共和分検定3で変数間に共和分の関係が確認でき

れば、互いに単位根を持つ変数同士の回帰分関が意味を持つことが知られている。ここで

共和分とは、仮にエネルギー需要をエネルギー価格に回帰させるモデル Et=βPt+ut におい

て、Et と Pt が共に一階の階差で定常となる単位根を持ち、Et-βPt が定常となるゼロでな

いβが存在すれば、Et と Pt は共和分関係（長期的関係）にあるという。この場合には、階

差をとらない変数同士による回帰係数βを、長期のパラメータ（ここでは、長期価格弾力

性）とみなす。一方、階差を含む誤差調整モデル 

△Et=α△Pt+λ(Et-βPt)+vt のパラメータαを短期のパラメータ（ここでは短期価格弾

性値）とみなす。 
ここで、長期価格弾性値とされるβは、3.1 の(1)式（回帰モデルのラグ構造を用いた求め

方）における短期価格弾力性（ただしλ=0）に他ならないことから、時系列モデルで推計

される長期価格弾性値は、多くの場合、回帰モデルのラグ構造を用いた場合の長期価格弾

性値よりも小さくなることが予想される。 
 

3.3 クロスセクションモデルを用いた求め方 

 ある時点における、異なる主体ごとのエネルギー需要データを用いて推計する方法がク

ロスセクションモデルを用いた方法である。たとえば、国別、州別や県別といったデータ

を用いる場合には、特定の国、州や県のみの時系列データによる分析に比べて、分散の大

きなサンプルを取ることが可能となる。このように、エネルギー需要構造や経済の発展段

                                                  
3 共和分とは、仮にエネルギー需要をエネルギー価格に回帰させる次のモデル Et=βPt+ut において、Et
と Pt が共に一階の階差で定常となる単位根を持ち、Et-βPt が定常となるゼロでないβが存在すれば、Et
と Pt は共和分関係にあるという。 

tat εβ ++= tE
t,1t ερ += −tEE

t1t εαρ ++= −tEE
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階の異なるサンプルから推計された価格弾性値を、長期的な価格の影響をみることのでき

る長期価格弾性値として読み換えることもしばしばなされている。さらに、国別、州別や

県別といったデータについて、その各々の時系列方向にもサンプルを拡大したデータを用

いたモデルをプーリングデータと呼ぶ。この場合には、さらに広い分散からなるデータを

得ることが可能となる。 
 以上のような、マクロ統計に基づいたクロスセクションデータ、プーリングデータだけ

ではなく、サーベイデータなどのマイクロな個票データを用いて、同様にクロスセクショ

ン、プーリングモデルを設計する場合も増えている。先のマクロ統計を用いる場合には、

特に国際統計の場合には統計の定義や精度がまちまちであることがしばしば問題として挙

げられる。これに対して、一定の調査票に基づく個票データの場合には目的に沿ったデー

タを得ることが可能となる。 
 
3.4 その他の長期価格弾性値の推計方法－機器ストックの調整を考慮したモデル 

 以上のモデルは、主にマクロ（トップダウン）からエネルギー需要をとらえた場合であ

るが、エネルギー需要を、エネルギー機器の利用というミクロ（ボトムアップ）の視点で

捉えなおすことも重要な視点である(Dhal(1995))。具体的には、エネルギー需要はエネルギ

ー機器サービスを利用するために必要なもの、として、例えばエネルギー機器のストック

×（１／効率）×稼働率で求めるといった考え方である。この場合、エネルギー機器スト

ックへの影響を考慮することから、このモデルで計測された価格弾性値を長期価格弾性値

ととらえる方法もある。このタイプのモデルは、さまざまなバリエイションがあるため、

以下では、このタイプに該当する 4つの文献の概要をあげるにとどめる。 

 Nwell(2008)では、米国の業務部門についての CO2 削減コストカーブを推計している。モ

デルは、用途別エネルギー需要の燃料選択についてのロジットモデルである。機器の変更

を許さないモデルで推計した価格弾性値を短期価格弾性値、機器の変更を許すモデルで推

計した価格弾性値を長期の弾性値としている。 

Brannlunda(2007)では、スウェーデンの製造業の企業データを用いた生産関数を推計し

ている。生産関数において、資本ストックの調整を考慮したモデルで推計したパラメータ

を長期弾性値としている。 

Vaage(2000)は、ノルウェイの家計の暖房用エネルギー需要関数を、ロジットモデルとし

て定式化し、家計収入、建物のタイプや築年数といった要因をコントロールした価格弾性

値を推計している。モデルでは、機器選択を含む誘導型を推計しているので、そのパラメ

ータは長期とみなしている。 

Yi(2000)は、スウェーデンの製造業部門別のエネルギー需要を、TL(トランスログモデル）、

GL（general レオンチェフモデル）で推計している。TL では、除却率、新設比率を考慮し

た調整マトリックスを定義し、それで求められたパラメータを長期弾力性としている。  

 



 

Copyright 2009 CRIEPI. All rights reserved. 

４． 推計結果のサーベイ 

以上みてきたように、長期価格弾性値については、統一的な推計手法があるわけではな

く、その手法も時間を追って変化してきていることがわかる。また、依拠するデータの性

質も、マクロの国際統計の場合もあれば、特定地域の家計を対象としたサーベイデータの

場合もあり、大きく異なる。このため、各文献から推計された長期価格弾力性の値には大

きな開きがある。表 3 は、この価格弾性値の推計結果を、部門別に、モデルタイプ、タイ

ムトレンドのあるなし、論文発表年ごとに平均値をとってまとめたものである。対象とし

た 文 献 は 、 Bohi(1984), Goodwin(1992), Atkinson(1995), Hodgeson&Miller(1995), 
Vouyoukas(1995)の各レビュー文献に、サイエンスダイレクトから検索した 2000 年以降の

文献である。 
 

表 3 長期価格弾性値の推計値の整理 

時系列
データ

クロス
セクショ
ンデー

タ

プーリ
ング

データ

その他
（ストック
変数な

ど）

含む
含まな

い
2000年
以前

2000年
以降

マクロ ラグ構造
-0.38 -0.32 -0.46 -0.39 -0.29

共和分
-0.26 -0.26

家庭用 ラグ構造
-0.44 -0.80 -1.24 -0.41 -0.46 -0.33 -0.40

共和分
-0.29 -0.24 -0.31 -1.11 -0.13

産業用 ラグ構造
-0.45 -0.85 -3.26 -0.59 -0.20 -0.48 -0.46 -0.26

共和分
-0.32 -0.32 -2.46 -0.59

運輸用 ラグ構造
-0.45 -0.74 -0.74 -0.13 -0.54 -0.54 -0.28

共和分
-0.44 -0.44 -0.74

注)　a.   Bohiのサーベイのなかで、Blosh(1980)のみタイムトレンドを考慮。タイムトレンド付きは弾性値が低くなることを指摘。

       b.　走行距離を被説明変数とするモデルの結果も含む。

       c.  陰線は、該当する計算値が一つしかないことを示す。

時系列

時系列データ以外

時系列
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時系列
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（時系列データ

で比較）
a
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時系列

論文発表年モデルタイプ

 
 
以下では、表で整理した内容について、時系列データを用いた分析手法による違い、デ

ータの種別による違い、タイムトレンドの有無による違い、論文の発表年の新旧による違

いの 4 つの視点からみてみたい。 
 

(1) 時系列データを用いた分析手法による違い 

図 2 は、時系列データを用いた分析において、3.1 の回帰モデルにおいてラグ構造を用い

て推計する方法と、3.2 の時系列モデルにおいて共和分の関係から推計する方法の両者によ

る推計値の平均を比較したものである。3.2 で述べたような理由により、時系列分析手法に

よって共和分を利用したモデルでは、従来型のラグ付き変数の回帰係数を用いたモデルよ

りも、長期弾性値が低くなる傾向にあることがわかる。 
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図 2 長期価格弾力性推計値－時系列データを用いた分析手法による違い－ 

 

(2) データの種別による違い 

図 3 は、エネルギー需要部門ごとに、推計に用いるデータの種別（時系列データ、クロ

スセクションデータ、プーリングデータ、その他）間での長期価格弾性値の平均値を比較

したものである。図から、時系列データ 、クロスセクションデータ、プーリングデータ 

の順に、長期価格弾性値は高くなる傾向にあることがわかる。 
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図中、「その他」は資本ストックの変更を、許す／許さない、で短期／長期を区別するモデル。 

図 3 長期価格弾力性推計値－データの種別による違い－ 

 

Barker 他(1995)の 2、3 章によれば、十分なサンプル期間のないプーリングデータを用

いた分析も多いなど、プーリングデータによる推計にはエラーが入り込みやすいこと、石

油ショックなど極端な事象を含む時期のデータからの分析では結果が異なることが予想さ

れる、と指摘している。 
 

(3) タイムトレンドの有無による違い 

 図 4 は、部門別モデルについて、タイムトレンドの有無ごとに長期価格弾性値の推計結

果の平均を比較したものである。タイムトレンドを含むモデルのほうが、タイムトレンド

を含まないモデルよりも長期価格弾性値は低い傾向にある。 
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図 4 長期価格弾力性推計値－タイムトレンドの有無による違い－ 

 
Boero 他(1991)によれば、多くのエネルギーモデルで、非価格・所得要因は、ひとまとめ

に、AEEI(Autonomous Energy Efficiency improvement)として外生的に扱われてきた。非

価格要因としては、①外生的な省エネに関わる技術進歩率②政策に誘発される技術進歩③

非効率な技術の廃止④GDP の構成の変化、があげられている。グローバルモデルを使った

政策シミュレーションでは、外生扱いの AEEI はケース内で共通のままのことが多いが、

実際には政策効果は非価格要因にも影響するはずであり、外生の AEEI をそのまま使って

しまうと、省エネポテンシャルを小さめに、削減費用を大きめに評価してしまうことにな

る、としている。Barker 他(1995)の 3,8 章では、技術進歩の扱いも結果に影響を与えるこ

とを指摘している。技術進歩率は通常、タイムトレンドで代用されることが多いが、技術

進歩それ自体は内生変数である、という考え方あり、技術進歩率を内生化することによっ

て、従来の計測結果に比べて、価格弾力性は低めに、技術進歩の寄与は大きめに推計され

る傾向にあることがわかった、としている。 
 
(4) 論文の発表年の新旧による違い 

図 5 は、部門別モデルについて、論文の発表年の新旧ごとに長期価格弾性値の推計結果

の平均を比較したものである。論文の発表年が新しい（2000 年以降）ほうが、長期価格弾

性値は低くなる傾向にある。2000 年以降の分析では、時系列分析手法を用いた共和分モデ

ルによる長期価格弾性値の推計が増えたが、この共和分モデルでのパラメータは先にみた

ようにラグ構造を用いた長期価格弾性値よりも低くなることも理由の一つである。 
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図 5 長期価格弾力性推計値－論文の発表年の新旧による違い－ 
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５．推計された「長期」価格弾性値は何を示しているのか 

 既に触れたように、長期価格弾性値をどのように捉えるかについて、統一的な定義はな

く分析者によって様々であるため、分析者によって、モデルタイプ、データタイプ、推計

手法は異なる。これが長期価格弾性値の推計結果に大きなばらつきが生じる原因である。 

 

表 4 推計された長期価格弾性値の意味付けと推計値にばらつきが生じる理由 

一期の自己ラグ：今期の１％の価格上昇
が、無限先にわたって合計何パーセント需
要を減少させるか。

価格の多項式ラグ：今期からラグ次数で想
定しているt期先までの各１％の価格上昇
によって引き起こされる今期の需要の減少
は合計何パーセントか。

共和分
モデル

共和分：（価格と需要の間に長期的関係が
ある場合に推計可能）１％の価格上昇が、
同じ期の需要を何パーセント減少させる
か。

クロスセクション／プーリングデータ：標本を
空間スケールに広げることで需要関数のシ
フトを考慮できるものとする。今期の１％の
価格上昇による需要は需要関数がシフトし
た結果、最終的に何パーセントの需要を減
少させるか。

その他：

その他の要因（例：考慮する条件の有無など）

エネル
ギー需要
構造の違
い：気象
条件、人
口構造（ミ
クロデー
タなら世
帯構成）
や居住環
境（キム
ロデータ
なら部屋
の広さ）な
どをどの
ように捉
えるか、
あるいは
考慮しな
いか。

× × ×

タイムトレ
ンド項：技
術進歩を
どのよう
に捉える
か、ある
いは考慮
しない
か。

長期価格弾性値の「長期」をどのように捉えるか、によってモデルタイプ、データタイプ、推計手法は異なる。これが
長期価格弾性値の推計結果に大きなばらつきを生む原因である。このばらつきは、下の掛け算（×）で示したよう
な、その他の要因（推計の際に考慮する条件の有無など）によって、さらに大きくなる。

モデルタイプ、データタイプ、推計手法

時系列データ

ラグ構造

クロスセクション／プーリ
ングデータ

×
推計結果
のばらつ
きは、さら
に右に例
示したよ
うな要因
の掛け算
によって
拡大して
しまう。

ストック
調整項：
機器の買
い替えな
どによる
省エネ効
果をどの
ように捉
えるか、
あるいは
考慮しな
いか。

 

  

 表 4 には、長期価格弾性値の「長期」をどのように捉えるかによって、モデルタイプ、

データタイプ、推計手法がどのように変わってくるのか、それに加えて、考慮する条件の

有無や、条件のモデル化の方法によって推計された長期価格弾性値がさらに大きな幅を持

つ可能性について示したものである。 

まず、モデルタイプとして時系列データ（ラグ構造モデル、共和分モデル）、クロスセク

ション／プーリングデータに分ける。一期の自己ラグモデルで推計された長期価格弾性値

は、今期の１％の価格上昇が、無限先にわたって合計何パーセント需要を減少させるか、

を示している。価格の多項式ラグモデルで推計された長期価格弾性値は、今期からラグ次

数で想定しているｔ期前までの各期でそれぞれ価格が１％上昇した場合の今期の需要の減

少を全て合計した値を示している。共和分モデルの場合には、共和分モデルで定式化でき

ることが確認（共和分検定）されたこと自体が、すなわち、価格と需要の間に長期的関係

がある、ということを意味している。したがって、推計されたパラメータの示している「１％

の価格上昇が、同じ期の需要を何パーセント減少させるか」という値、そのものが長期価

格弾性値を示していると解釈される。クロスセクション／プーリングモデルは、空間スケ

ールに広げたことで、より大きな分散を持つことから、需要関数のシフトまで考慮するこ
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とができると考える。例えば、世界各国データをサンプルにした推計を行った場合には、

経済発展段階の初期にある途上国が、経済成長していく過程でエネルギー需要構造も先進

国型にシフトしていくダイナミズムを含めて推計したことに相当する。従ってこのモデル

で推計された長期価格弾性値は、今期の１％の価格によって、需要関数がシフトした（例

えば、より先進国型にシフトした場合）結果、最終的に何パーセントの需要を減少させる

か、を示している。ただし、クロスセクション／プーリングといっても、国レベルのもの

から、市町村、あるいは、世帯レベルまで様々な標本データが存在する。その中の分散は、

どの程度の長期の需要変化に対応したものになるかは、それぞれの標本データの性質に大

きく依存する。 

さらにその他の要因として、例えば考慮する条件の有無や、モデル化の方法による違い

が、長期価格弾性値の推計結果に大きな違いをもたらす。このうち、タイムトレンド項に

ついてはすでに前述の 4の(3)で述べたとおりであるが、このほかにも、需要構造やストッ

ク調整のモデル化の有無やその方法などが、長期価格弾性値の推計結果のばらつきの幅を

さらに拡大させていると考えられる。 

 

６．まとめ 

6.1 何がわかっているのか 

これまで確認したように、推計モデルや依拠しているデータの多様化により、長期価格

弾性値そのもののコンセンサスを得ることますます難しくなってきている。一方、ある程

度のコンセンサスの得られる点としては、以下のような推計値の性質（特徴）に関する点

である。 

(1)短期弾性値よりも長期弾性値が高めになる。 

(2)時系列データを用いたモデルよりもクロスセクションデータを用いたモデルのほうが、

弾力性は高めになる。 

(3)時系列手法を使った推計では、価格弾力性は低めになる。 

(4)技術進歩項（タイムトレンド項）を考慮したモデルのほうが、価格弾性値は低めになる。 

(5)価格上昇期と下降期とでは弾性値は非対称である。 

 
6.2 何がわかっていないのか、今後の課題は何か 

今後、エネルギー需要の価格弾力性を推計するにあたって新たに検討が必要となる課題

としては、以下の 3 点をあげたい。 
(1) 環境規制や税・補助金といったエネルギー・環境政策が、長期価格弾力性にどのような

影響を与えるかに着目した研究はまだ少ない（Boonekamp(2007)など）。また、省エネ

バリアがある場合には、長期価格弾力性も異なることが予想され、バリアを除去する政

策の効果などは重要な検討項目となろう。 
(2) エネルギー需要のモデル化に関しては、所得要因、価格要因からなる従来のオーソドッ
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クスなエネルギー需要関数に対して、消費者の心理や社会変化といった新しい要因を考

慮した研究もまだ少ない（Jeroen C.J.M. van den Bergh(2008)など）。 
(3) 長期価格弾性値を計測する場合に、技術進歩の影響をどのように捉えるか、も大きな課

題である。 
最後にあげた、技術進歩のとらえ方について若干補足したい。価格に対する反応にラグ

があり、省エネに対する制度的なバリアが存在するもとでは、エネルギー価格だけで需要

が変化するとは考えにくく、技術の影響を捉えることが重要となる。しかし、技術進歩率

の扱い方（従来のタイムトレンド項）について、従来は、期間中一定のタイムトレンドの

パラメータとして推計したり、外生的な技術進歩率（AEEI）として、先見的に想定したり

してきた。これに対し、「期間中一定という仮定で良いのか？」、「単なるタイムトレンドに

は、嗜好や経済構造の変化など他の要因も含まれるのではないか？」、「技術進歩率自身が

価格の関数ではないか？」、「設備や機器自身の効率向上（技術進歩率）をどう捉えるか。」

といった様々な問題提議がだされている。こうした議論の中から、Dowlatabadi(2006), 
Boone(1995), Hunt(2005)などで、技術進歩率を、価格、産業構造の代理変数、時間の関数

として内生化する試みが始まっているが、長期価格弾性値の推計という観点から、技術進

歩率をどのように扱うべきか、という定説は今のところない。 
以上は、長期価格弾性値の推計についての課題であるが、そもそも長期価格弾性値とい

う場合の「長期」をどのように捉えるかについての統一的な定義は存在しない4。このこと

が、使用するモデル、データ、推計手法の違いにつながり、推計結果に大きなばらつきを

生む原因となっている。本稿でレビューしただけでも「長期」のとらえ方は、分析者によ

って様々である。ラグつきモデルのようにモデルの定式化から「長期」をとらえる場合、

クロスセックションデータやプーリングデータのように、大きな分散を持つデータで推計

することで「長期」ととらえる場合、機器の置き換えや技術の進歩といった本来の意味に

基づいて「長期」をとらえる場合など、全く異なる見方があることがわかった。長期価格

弾性値についての統一的な定義がない現状においては、長期価格弾性値という普遍的な値

が存在するというよりも、各モデルにおいて定義される固有の値である、と解釈すべきで

あろう。したがって、長期価格弾力性は、それぞれのモデル内で、弾性値の推計と価格変

化によるシミュレーション分析が、共通のデータベースに基づいて一貫して分析されるよ

うな場合にのみ意味を持つモデルの内部変数の一つと考えたほうが妥当ではないだろうか。

長期価格弾性値を巡る混乱は、本来、各モデル固有であるはずの内部変数が、あたかも普

遍的で比較可能な値であるかのように解釈され利用されてきたことに始まるのではないだ

ろうか。 
したがって、この長期の捉え方の違いを考慮しないまま、異なる複数の研究成果から推

                                                  
4 この点は Barker 他(1995)でも次のように指摘されている。「長期のエネルギー需要弾性値の計測は、

いまだに多くの問題点を抱えており、広く一つに決まった理論モデルも、計量的手法も、データの定義も

ない。」 
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計結果のみの平均をとるなどして求められた長期価格弾性値のコンセンサス値には、全く

根拠がないことは明らかである。しかし、実際には、環境税などのエネルギー・環境政策

の評価をモデル分析したもののなかには、過去に行われた全く異なる性質を持つモデル群

から得られた複数の推計値の平均などから、長期価格弾性値を外生的に設定した分析も多

く見受けられる。こうしたモデル分析の結果を解釈するにあたっては、長期価格弾性値が

適切に設定されているか、長期価格弾性値の推計結果が持つ不確実性の幅がシミュレーシ

ョン結果にどのような影響を与えるのか、といった十分な吟味が必要である。したがって、

環境税などのエネルギー・環境政策の評価をモデル分析する場合には、その経済影響に関

する数値には大きな不確実性が含まれているということを十分に認識すべきであろう。 
 もちろん、この長期価格弾性値の推計の試みの中で、政策に対する需要の反応、社会変

化や消費者心理の影響、技術進歩率の影響といった、より本質的な議論が行われてきたこ

とは確かである。長期価格弾性値について、異なるモデル間での無意味な比較やシミュレ

ーション分析への誤った利用は厳に慎むべきであるが、各モデル単位では、上記で指摘し

てきたような点を含め、より実態を反映したシミュレーションを可能とする長期価格弾性

値を推計する努力が、引き続き重要であることは言うまでもない。 
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